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１．はじめに  

 我が国では従来，許容応力度設計体系に基づき道路橋の設計が

なされてきたが，平成 29 年の改定に伴い部分係数法による限界状

態設計が道路橋示方書 1)(以降，道示)に導入された．圧縮部材の連

成座屈に関する耐荷性能は，道示改定においても積公式により評

価されている．これまで積公式による設計は実挙動との間に乖離

が指摘されており，今後設計・照査における高度化・合理的化が

図られる必要がある．著者らは，これまでに鋼トラス橋などに用

いられる無補剛箱形断面部材を対象に，連成座屈強度について弾

塑性有限要素解析によって求めた値と従来基準の比較を行ってき

た．ただし，数値解析における検討では初期不整の設定などに仮

定値を用いており，強度に関する推定精度向上には実験結果に基

づくデータ補強が必要である．そこで本検討では，H29 道示で新

たに採用された SBHS 鋼材を用いた試験体を作製し，溶接箱形断

面部材の連成座屈強度について実験的な検討を行った． 

２．検討内容  

 試験体は既設橋の実績 2)を参考に図-1 に示すような断面形状と

した．部材寸法に関しては，道示の柱および板の基準耐荷力曲線

を踏まえて①全体座屈のみ発生，②連成座屈が発生する試験体寸

法として表-1 に示す値とした．SBHS500 については，板厚 6mm，

8mm で圧延方向，圧延直角方向の材料試験を 5 本ずつ実施した．

表-2 に板厚ごとの平均値を示す．試験体は両端にベースプレートを設け，

局部座屈の発生を抑えるため端部にリブを取り付けた．  

 実験は境界条件が両端ピン支持となるようにクロスヘッド側にユニバ

ーサルヘッド，反力床側に球座を設置して，載荷は試験体の軸方向に圧縮

力を与えた．載荷速度は試験機の性能から 0.01mm/sec とした． 

 また，載荷試験における耐荷力および試験体の破壊性状を予測するため，

有限要素モデルによって対象試験体の数値解析を実施した．対象は曲面シ

ェル要素によってモデル化し，材料構成則はバイリニア，初期不整は道示

の許容値に基づくものとした． 

３．実験結果  

 図-2，図-3 に載荷試験における載荷荷重－試験体の軸方向変位の関係を

示す．連成座屈試験体（SBHS-1）の載荷実験では，3060kN まで載荷したが耐荷力のピークを得ることはできなか

った．(図-2 参照)事前に検討した数値解析では耐荷力は 3000kN であったため，実際の試験体の耐荷力の方が大き 

 キーワード SBHS500，連成座屈，溶接箱形断面，圧縮載荷試験，有限要素解析 

 連絡先   〒192-0397 東京都八王子市南大沢 1-1 首都大学東京都市環境学部 ＴＥＬ042-677-1111(内 4572) 

表-1 試験体諸元 

 SBHS-1 SBHS-2 

フランジ幅 Bf [mm] 270 210 

フランジ厚 tf [mm] 8 8 

ウェブ幅 Bw [mm] 185 145 

ウェブ厚 tw [mm] 6 6 

断面積 A [mm2] 6540 5100 

試験体長さ L [mm] 2700 2100 

断面 2 次モーメント 

I [mm4] 
4568×104 2273×104 

細長比 L/r 31.99 29.96 

細長比パラメータ λ 0.53 0.50 

幅厚比 Bf’/tf 31.25 23.75 

幅厚比 Bw/tw 30.83 24.17 

幅厚比パラメータ Rf 0.86 0.65 

幅厚比パラメータ Rw 0.85 0.67 

全断面塑性荷重[kN] 3632 2833 

耐荷力(積公式) [kN] 2142 2469 

 

表-2 材料試験結果 

板厚 [mm] 6 8 

降伏強度 [N/mm2] 575 546 

引張強度 [N/mm2] 630 644 

弾性係数 [N/mm2] 212,029 204,120 

ポアソン比 0.28 0.27 
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図-1 試験体断面形状 
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い結果となった．試験体の耐荷性能が数値計算の検討結果を

上回った一因として，仮定した初期たわみの許容値より実際

の初期たわみが小さかったことが考えられる．また，道示の

積公式から求まる耐荷力と実験結果を比較すると，積公式に

よる耐荷力は 800kN ほど低めに評価されることがわかる．全

体的な荷重－変位関係の傾向として，実験結果の方が FEA

の結果よりも剛性が大きくなった． 

次に全体座屈試験体（SBHS-2）の実験結果に関して，耐

荷力のピークに着目すると FEAの結果が 2600kNであるのに

対して実験結果は 2845kN を記録しており，実験結果の方が

9.4%大きな値を示した．この数値は表-1 に示す全断面塑性荷

重に相当し，この結果についても連成座屈試験体と同様に道

示の積公式による評価値よりも実験値が大きくなった．一方，

全体的な試験体の挙動としては FEA と実験結果の剛性の値

に大きな差異は見受けられず，2000kN 辺りまでの挙動は

FEA によって精度良く推定されていると考えられる． 

破壊性状に関しては，SBHS-1 では耐荷力のピークを得ら

れなかったこともあり，残留変形はほとんど確認できなかっ

た．一方，SBHS-2 に関しては，FEA と実験結果では変形性

状が大きく異なっていた．図-4 は FEA によって得られたピ

ーク後の耐荷力が 10%低減した時点での変形性状を示して

おり，柱全体の変形と，柱中央位置で局部変形が生じる結果

となった．これに対し，図-5 に示す実験結果の変形性状とし

ては，試験体全体としてのたわみは確認されず，球座側のリ

ブ近傍で局部座屈が発生していた．局部変形はフランジ面で

凹形，ウェブ面が凸形となる座屈モードが現れており，全体

的な曲がりはほぼ生じずに構成板に座屈が生じる短柱に近

い挙動となった．これはリブによる拘束や治具の状態などに

よる影響のため，有効座屈長が設計値よりも短く評価された

可能性が考えられ，今後検討を進める必要がある．  

４．まとめ  

 本検討では SBHS500 を用いて溶接箱形断面部材の座屈実

験を行った．連成座屈の発生を予想した試験体では正確な耐

荷力を得られなかったが，道示の積公式による値以上の耐荷

力を有していることを確認した．一方で，全体座屈の発生を

予想した試験体の変形性状が数値計算の結果と異なり，リブ

や境界条件の影響について検討が必要である． 
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図-2 載荷荷重－軸方向変位関係(SBHS-1) 

図-3 載荷荷重－軸方向変位関係(SBHS-2) 

図-4 FEA 変形性状(倍率×5，SBHS-2) 

図-5 変形性状(実験結果，SBHS-2) 
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